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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号
交付限度額①

（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

15,840                           
事業者支援分交付限度額

（国のR2予算）
9,690                     

通常分交付限度額
（国のR3予算）

87,648                           
事業者支援分交付限度額

（国のR3予算）
-                           

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限

度額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 129,241 4,220 2,110  127,131 60,875 66,256 - - - 

1 単
通常事
業

諸証明コンビ
ニ交付事業

➀行政手続きのデジタル化を推進するため、住民票等の
諸証明をコンビニで交付を行うことにより町民の利便性
向上を図るとともに、感染拡大防止の観点から来庁の抑
制とマイナンバーカードの普及に期待ができる。
➁コンビニ交付システム構築費等初期費用
➂システム導入費・保守費等　1,079円
コンビニ交付テスト証明発行手数料　3千円
職員旅費　7千円
④地方公共団体

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

④行政IT化 R3.9 R4.3 1,089 1,089 1,089 
 R4.4からの
実施を目標

 HP,広報紙
等で周知を
図る

R3補正（地）

2 単
通常事
業

福祉タクシー
事業

①新型コロナワクチン感染症への対策として、ワクチンの
予防接種等のため、運行便数が限定的な公共交通機関
への密集を避けるため、タクシーを代替の輸送手段とし
て、1回2,000円を上限としたタクシー利用の一部を助成し
ます。
②タクシー券　1人　500円×48枚（１回上限2,000円）
③タクシー券　352人×500円×48回＝8,448千円
消耗品　47千円　事務費　215千円
④高齢者、障がい者、妊産婦

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人
への支援

①３密対策 R3.4 R4.3 8,710 8,710 8,710 
 HP、町広報
紙

R3当初（地）

3 単
通常事
業

町内小中学校
内手洗水栓自
動式化改修事
業

①小中学校内の手洗いを手動式から自動式に改修する
ことにより、児童・生徒の新型コロナウイルス感染症対策
の強化を図る。
②手洗水栓の自動水栓化にかかる工事費
③工事費　小学校132カ所 4,342千円　中学校47カ所
1,528千円
④町内小中学校

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R3.12 5,870 5,870 5,870 

 改修箇所数
小学校132
箇所・中学
校47箇所

 学校広報紙 R3補正（地）

4 単
通常事
業

芸術ふれあい
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、学校行事の
中止や規模の縮小の長期化が余儀なくされていることか
ら、今年度の卒業生にも希望と元気を届け、最後の思い
出づくりをしてもらう。
②小学校6年教室及び中学校3年教室の黒板アートの制
作
③小学校：198千円（66千円×3）
中学校：198千円（66千円×3）
④町内小中学校

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する
支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 396 396 396 

 小学校6年
教室及中学
校3年各教
室に黒板
アートを制作

 HP R3補正（地）

5 単
通常事
業

学校感染症対
策支援事業

①学校生活において、児童生徒の集団感染を防ぐため
感染症対策の徹底を図る上で必要となる環境を確保す
る。
②感染症対策のための備品の購入経費。
③給食配膳台　100千円×3台×4校＝1,200千円・保健
室パーティション　25千円×4台×4校＝400千円
④町内小中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R3.12 1,600 1,600 1,600 

 小中学校に
感染症対策
消耗品、備
品等を必要
数配備

 学校広報紙 R3補正（地）

6 単
通常事
業

修学旅行中止
に係る経費補
助事業

①学校が実施を予定していた修学旅行を新型コロナウイ
ルスの感染防止又は感染拡大防止のために中止となっ
た経費を補助する。
②就学旅行の中止に伴うキャンセル料の補助。
③中学校　120千円、小学校　30千円×3校
④町内小中学校

－ － － － － －

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R3.12 210 210 210 

 就学旅行の
中止に伴う
キャンセル
料の補助

 学校広報紙 R3補正（地）

7 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

中小企業等継
続支援事業

①②長期化する新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、売上げが大幅に減少している中小企業者等に対して
支援金を支給することにより、事業の継続・立て直しのた
めの取組を支援（千葉県中小企業等事業継続支援金の
１/２）する。
③中小企業等：100千円×105件＝10,500千円
個人事業者等（農業従事者含）：50千円×290件＝
14,500千円
④県の中小企業等事業継続支援金の給付決定中小企
業者等

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 25,000 25,000 25,000 
 予算の8割
を目標とす
る

 ＨＰ、広報
紙、自治会へ
の回覧文書

R3補正（地）

8 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

宿泊施設感染
防止対策支援
事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、旅行需
要が落ち込んでいる中、宿泊事業者が行う感染防止対
策に取り組むための経費を支援する。
②宿泊事業者が実施する感染拡大防止対策に必要とな
る設備、機器、必需品等の導入、専門家による感染防止
対策に係る検証等に要する経費及びマイクロツーリズ
ム、ワーケーション等に対応したコンテンツの開発、施設
改修や非接触チェックインシステムの導入等新たな需要
に対応するための取組に要する経費
③千葉県が行う千葉県宿泊施設感染対策支援金と同様
（ただし上限額は県の１/２）
9室以下　250千円×4件＝1,000千円
10～29室以下　500千円×6件＝3,000千円
30～49室以下　1,500千円×6件＝9,000千円
50室以上　2,500千円×2件＝5,000千円
④県の宿泊事業者による感染防止対策等支援事業の給
付決定宿泊事業者

－ ○ － － － －

②-Ⅱ-３．中
小・小規模事
業者の経営転
換や企業の事
業再構築等の

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 18,000 18,000 18,000 
 予算の8割
を目標とす
る

 ＨＰ及び各
宿泊施設に
説明

R3補正（地）

合計

事業
終期

総務省

55,945                                                                地方単独事業費のうち通常事業分 64,146                                                             

地方単独事業費のうち事業者支援分 81,475                                                                

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                        -43,000                                                             

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

31,703                                                                                                 

113,178                                                                                               

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

25,530                                                                国庫補助事業費 2,110                                                               

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

-                                                                     

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

66,256                                                                                                                                     - 84,383                                                                                                 

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 鈴木敏行 17,875                                                             9,690                                                                                                  

地方単独事業費のうち事業者支援分
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR2予算）

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

-                                                                                                        国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 12424 60,875                                                             55,945                                                                3,265                                                                                                  

担当部局課名 総務課 -                                                                     9,690                                                                  

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村））
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

1,617                                                                                                  

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 千葉県 0475-33-2110 15,840                                                                14,223                                                                                                 

地方公共団体名 白子町 zaisei@town.shirako.lg.jp -                                                                        

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

mailto:zaisei@town.shirako.lg.jp
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町
村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

9 〇 単
通常事
業

白子町議会イ
ンターネット配
信事業

①傍聴自粛を求めている中で、傍聴希望者が来庁・入場
をしなくても議会の様子を視聴できるよう、外部及び庁内
に向け動画及び音声をライブ配信（録画配信含む）する。
②ライブ配信システム構築のための機器購入に要する経
費
③○導入経費　カメラ機器2,417千円、配信機器824千
円、設定関係753千円
○運営経費　システム管理1,056千円、データ編集132千
円、回線費用143千円
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
①３密対策 R4.2 R4.4以降 5,325 5,325 5,325 - - 

 来庁する傍
聴希望者の
減、ライブ配
信視聴者の
増

 HP、町広報
紙

新型コロナウイルス感
染症の影響により議会
傍聴の場が制限されて
いるため、開かれた議
会を実現するとともに
新型コロナウイルス感
染症の収束を見据えた
事業実施が必要である
ため

R3補正（地）

10〇 単
通常事
業

24
公共交通応援
事業

①町民生活の移動手段として不可欠な公共交通は、コロ
ナ禍で経営に大きな影響が生じているため、感染症対策
や運行継続支援に資するため、奨励金により支援を実施
する。
②路線バス事業者及びタクシー事業者への感染症対策
や運行継続支援に資するための経費
③○バス事業者2,400千円：1路線に対し400千円（6路
線：地域路線4・急行1・高速1）
○タクシー事業者1,000千円(1事業者500千万円＋車両1
台あたり100千万円×5台)
④バス事業者及びタクシー事業者

－ ○ － － － －
③-Ⅰ-４．事
業者への支援

⑪地域交通体
系

R4.2 R4.3 3,400 3,400 3,400 - - 
 予算可決後
速やかな支
給を目指す

 HP R3補正（地）

11〇 単
通常事
業

旧国民宿舎白
子荘周辺整備
設計事業

①白子町第5次総合計画にも掲げる旧国民宿舎白子荘
周辺整備事業は本町における重点施策として位置づけ
ている。その中でも九十九里有料道路白子ＩＣを活用した
新たな観光交流施設構想は、コロナ終息後の地域経済
回復のための最優先施策であるため、事業化に向けた
調査設計業務を行う。
②新たな観光交流施設調査設計等について、委託により
実施する。
③ＲＶパーク設計　5,000千円
④地方公共団体

－ － － － － －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

⑱新たな旅行 R4.2 R4.4以降 5,000 5,000 5,000 - - 

 令和４年度
中に計画を
決定し設計
を行う

 HP

新型コロナウイルス感
染症の影響により町の
主要産業である観光を
立て直すため、収束後
を見据えた事業実施の
ための計画策定が必
要となったため

R3補正（地）

12〇 単
通常事
業

12
公共的空間安
全・安心確保
事業

①庁舎内、保育所等における新型コロナウイルス感染防
止対策に必要な衛生消耗品等を購入し感染拡大防止を
図る。
②役場庁舎等感染防止のための消耗品の購入費
③マスク、消毒液、ハンドソープ他　2,385千円
④役場庁舎、保育所、学校等の公共施設

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.4以降 2,385 2,385 2,385 - - 

 公共施設に
衛生消耗品
等を必要数
配備

 HP、町広報
紙

ワクチン接種が進んで
いるがブレイクスルー
感染も報告されてお
り、新型コロナウイルス
感染症対策が令和４年
度も引き続き対応が必
要なため

R3補正（地）

13〇 単
通常事
業

防災アプリ構
築事業

①コロナ禍の災害発生時において、LINEアプリを活用し、
デジタル化による効率的な避難情報等の提供を図る。
②・③
・初期設定費用：330千円×1.1＝363千円
・防災メール連携機能オプション設定費用：100千円×1.1
＝110千円
・リッチメニュー画像作成費用：50千円×1.1＝55千円
・研修費用：70千円×1.1＝77千円
・運用利用料：40千円×12月×1.1＝528千円
④ 地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
⑤防災IT化 R4.2 R4.4以降 1,133 1,133 1,133 - - 

 防災アプリ
登録者数
1,000人

 HP

新型コロナウイルス感
染症の拡大が続いて
おり、感染の拡大が収
まらない現状の中、デ
ジタル化による効率的
な避難情報等を提供
し、安全な場所への分
散避難で、感染の抑え
込みを実施することと
なったため

R3補正（地）

14〇 単
通常事
業

36
防災活動支援
事業

①災害が発生し避難所を開設する場合、新型コロナウィ
ルス感染症の状況を踏まえ、感染症対策に万全を期す
ため備蓄品等を購入し、災害時の住民の生命を守る。
②感染症対策に必要な物資・資材を整備する備品購入
費
③指定避難所の感染症対策物資等を備蓄するための物
品棚購入費577千円。臨時避難施設の救急箱購入費66
千円×9ヶ所＝594千円。臨時避難施設の二つ折り担架
購入費29,150円×9ヶ所＝263千円
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
①３密対策 R4.2 R4.4以降 1,434 1,434 1,434 - - 

 予算可決後
速やかな購
入を目指す

 HP

避難所資材の購入を
進めているが、備蓄倉
庫が手狭となってし
まったため、棚の追
加、分散避難のための
資機材の追加が急遽
必要となってしまったた
め

R3補正（地）

15〇 単
通常事
業

12
防疫体制強化
事業

①開票事務で、投票用紙計数機、投票用紙読取分類機
増設ユニットを導入することにより、開票事務時間を削減
し、３密の解消を図る。
②備品等購入に係る経費
③投票用紙計数機352千円×2台＝704千円
　 投票用紙読取分類機増設ユニット1,100千円×1台＝
1,100千円
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
①３密対策 R4.2 R4.4以降 1,804 1,804 1,804 - - 

 予算可決後
速やかな購
入を目指す

 HP

新型コロナウイル感染
症の対応のため、納品
に不測の日数を要すた
め

R3補正（地）

16〇 単
通常事
業

22
公立保育所感
染対策事業

①新型コロナウイルス感染症による分散保育体制の強
化を目的とし、遊戯室等の空調設備の更新をして換気機
能強化等を図る。
②空調設備設置に係る経費
③２園３か所　2,586千円
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 2,586 2,586 2,586 - - 
 2園3か所の
設置を3月末
までに完了

 該当保育園
の掲示板に
て保護者・関
係者に周知
する

R3補正（地）

17〇 単
通常事
業

公立保育所感
染対策事業

①新型コロナウイルス感染症予防として、保育所のトイレ
を洋式化し、飛散防止を行う。
②保育所施設トイレ（園児及び一般用）洋式化経費
③合計5基　1,273千円
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 1,273 1,273 1,273 - - 
 1園5基の設
置を3月末ま
でに完了

 該当保育園
の掲示板に
て保護者・関
係者に周知
する

R3補正（地）

18〇 単
通常事
業

12
公立保育所感
染対策事業

①公立保育所における新型コロナウイルス感染症の感
染予防を徹底するため、健康管理、３密回避、安全確保
を目的とした備品を購入する。
②備品購入費
③健康管理（非接触型体温計）７,000円×2=14千円
３密回避（屋外用ワンタッチテント）111,760円×3＝336千
円
安全確保（自動体外式除細動器）302,500円×2＝605千
円
④地方公共団体

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 955 955 955 - - 
 物品購入を
3月末までに
完了

 該当保育園
の掲示板に
て保護者・関
係者に周知
する

R3補正（地）

19〇 単
通常事
業

主食用米継続
支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、飲食店
や観光関連産業の米の需要減少による著しい米価下落
が生産農家の経営を圧迫しており、生産意欲の低下から
経営規模の縮小や離農が懸念されるため、経営継続を
支援する。
②R3年産主食用米の作付面積10aあたり2千円を交付す
る。
③主食用米作付面積　@2千円/10a×589ha＝11,780千
円
   通信運搬費　@84円×420農家×2回≒71千円
④町内に住所を有する生産農家

－ ○ － － － －
③-Ⅰ-４．事
業者への支援

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.4以降 11,851 11,851 11,851 - - 

 対象者8割
以上の交
付、支払期
日はR4年5
月末を目指
す

 対象者へ直
接案内通知
（又は農家実
行組合へ回
覧及び組合
以外は直接
通知）

予算措置後の周知、事
業着手となるため、年
度内完了が困難なた
め

R3補正（地）

20〇 単
通常事
業

71
ＤＭＯ支援事
業

①新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ観
光需要の喚起を図ることを目的に地域観光の舵取り役と
なって、地域のコンテンツの磨き上げやプロモーションを
実施し、地域経済を町内で循環させるための中心となる
ＤＭＯを設立する。
②③業務委託料　6,000千円（一式）
④地方公共団体

－ － － － － －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

⑯地域商社、
観光地域づくり
法人（DMO）

R4.2 R4.4以降 6,000 6,000 6,000 - - 

 令和４年度
中に関係機
関の調整を
完了し組織
を立ち上げ
る

 HP、町広報
紙

新型コロナウイルス感
染症の影響により町の
主要産業である観光を
立て直すため、収束後
を見据えた事業実施の
ための体制づくりが必
要となったため

R3補正（地）
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交付対象事
業の名称
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第
５
回
追
加
事
業

21〇 単
通常事
業

ポイントカード
推進事業

①長引く新型コロナウイルス感染症により業績が悪化し
た飲食業等加盟店の増加推進やキャンペーン等を行い
町経済の回復のための販売促進を図る。
②③ポイントカード推進費用　3,000千円
④白子町サービス会

－ － － － － －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

⑯地域商社、
観光地域づくり
法人（DMO）

R4.2 R4.4以降 3,000 3,000 3,000 - - 
 加盟店数
10%増

 HP、町広報
紙

新型コロナウイルス感
染症の影響により商店
等の売り上げが伸び悩
んでいるため継続的な
支援が必要であるため

R3補正（地）

22〇 単
通常事
業

71
おもてなし提
供事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ地
域産業の振興を図ることを目的として、町内宿泊施設利
用者に、地域と宿泊施設が協力して行う、その地域なら
ではの“おもてなし”を提供する取組を支援し、誘客・再訪
促進と、地域産品の認知度向上を図る。
②地域自慢の水産物一品サービスや美味しい農産物
（お米や野菜等）プレゼント代
③事業費　18,000千円　2,000千円/月×9ヶ月（うち事務
費  2,000千円）
④町内宿泊施設

－ － － － － －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

⑱新たな旅行 R4.2 R4.4以降 18,000 18,000 18,000 - - 
 予算の8割
を目標とす
る

 ＨＰ及び各
宿泊施設に
説明

新型コロナウイルス感
染症の収束を見据えた
事業実施が必要である
ため

R3補正（地）

23〇 補
公立学校情報
機器整備費補
助金

文科

①ＩＣＴを活用した授業環境の高度化に資する機器等を追
加的に整備する。
②授業高度化機器の購入経費。
③マイク　小学校　＠20千円×7台×3校＝420千円
　　　　　　中学校　＠20千円×10台＝200千円
④町内小中学校

－ － － － － －
③-Ⅲ-１．科
学技術立国の

実現
⑨教育 R4.2 R4.3 620 620 310 310 310 - - -         

 小中学校に
授業用マイ
ク31台配備

 学校広報紙 R3補正（国）

24〇 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

①学校の感染症対策、児童生徒の学びの保障をする体
制の整備等を促進する。
②感染症対策のための消耗品・備品の購入経費。
③除菌アルコール等　＠100千円×4校＝400千円
　 暖房器具等　＠800千円×4校＝3,200千円
④町内小中学校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
⑨教育 R4.2 R4.3 3,600 3,600 1,800 1,800 1,800 - - -         

 小中学校に
除菌アル
コール、暖房
器具等を必
要数配備

 学校広報紙 R3補正（国）


